
 

 

日時：平成２６年２月１４日（金）14:00～16:30 

場所：県香美農林合同庁舎 １階大会議室 

 

１ 議事等 

 

（１）地域アクションプランについて 

  １）物部川地域アクションプランの進捗状況等について 

・第２期物部川地域アクションプランの進捗状況等について説明 

   ２）平成26年度物部川地域アクションプラン（案）について 

・修正10件を含む地域アクションプラン（案）について説明 

・案について了承された 

 

 （２）産業振興計画の改定等について 

１）第2期産業振興計画（Ver.3）の改定のポイントについて説明 

２）平成26年度移住促進策のバージョンアップについて説明 

３）平成26年度観光振興部の取組について説明    

 

【意見交換】 

＜物部川地域アクションプランの進捗状況等について＞ 

 

・突風災害への復旧支援には、感謝している。融資制度等を使って新規に建て替えをで

きる人は良いが、修理に膨大な費用がかかるために農業を継続することを諦める人も

多数いると思うので、そういった人が農業を続けられるように支援をお願いしたい。

NO.3 土佐香美のニラの販売額 30 億円を目標に行ってきたが、25 年度は 29 億円に留

まった。12 月 10 日の竜巻突風被害により、多くのニラ栽培ハウスが被害を受け平成

26 年度の販売額への影響が懸念される。販売額 30 億円達成には、生産者の課題は、

収量、品質の向上に向けた取り組みが重要。ニラの炭酸ガス施用技術の検討がJAとさ

かみ管内でも始まっているが、生理障害の発生など原因が未解明の課題もある。収量、

品質の向上に向けて、期待の大きい技術であるので、実証ほの設置や情報の共有など、

技術の確立とマニュアル化に対して、引き続き関係機関の支援をお願いしたい。炭酸

ガス施用技術がある程度確立した時には、競合産地に先駆けて早急に技術の普及拡大

を図ることが必要。ハウス内の環境測定装置や炭酸ガス施用装置やコントローラー等

の整備に対する補助事業の創設をお願いする。 

→突風被害に対して、JAには、対応していただき感謝している。 

また、被害に対して、制度では、全てに対応できないが、関係機関と連携して対応

していきたい。 

 炭酸ガスについてもニラについては研究中。成果がでれば、補助対象になってく

ると思われる。ソフト面についても、検討会、プロジェクトチームの中で取り組ん

でいる。できるところから早め早めに取り組んで、他の県に負けないようにしたい。 

コントローラー等の機械は、ものづくり地産地消センターが県内の企業とパート

ナーシップという取り組みも行っており、高知県ならではの製品開発を行うことも

できるので相談を。 

→ニラの消費拡大については、ニラプロジェクトとして地道に取り組んできた成果
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が出てきている。地域アクションプランと並行してやってきた。今後もともに取

組を進めていきたい。 

→あけぼの市の施設整備はタイトなスケジュールで進めている。ながおか温泉と連

携して、観光施設の拠点として、アクションプランの中で取り組んでいきたい。 

→森の工場について整備箇所が広がるということで、目標数値の上方修正の提案を

行った。 

→シイラについては、衛生管理が課題となっているということで、地域支援企画員

も現場に行ってマニュアルのチェックを行っている。今後もチェック等を行い、

衛生管理のレベルを上げていきたい。 

 

＜平成26年度物部川地域アクションプラン（案）について＞ 

 

・香南市の観光について。ヤ・シィパークは大型観光バスを止めることができ、香南

市や高知県の観光にとって重要な施設と思う。ヤ・シィパークの活性化の方策の検

討をお願いしたい。 

 

○地域アクションプランに結びつく可能性のある取組みについて 

 

・三宝山を観光の拠点としたい。現在、市、県、民間企業（所有者）で協議を行って

いる。また、アイデアの募集も行っている。 

 

・ゑびす商店街について。場所は、JR 土佐山田駅を中心とした東西に２５０ｍ、駅か

ら南の方に２００ｍが、ゑびす商店街。地域の方のコミュニティーに、空き店舗を

使った施設ふらっと中町がある。この施設を使って、県が進める移住の拠点として

情報発信を行う場所となればと思う。香北、物部に東京の方から移住した人がいる。

そういった人が生業としているものを商店街で販売できるような整備も行っていき

たい。現在、協議会を立ち上げている。 

 

＜産業振興計画の改定等について＞ 

 ・移住促進について。高知大学を卒業した県外出身の男子学生が高知の女性と結婚し

て高知に移り住んでいる。中には、家族も高知に移住してきた人もいる。県内大学

の県外出身の卒業生で、県内に定住している人数を把握しているか？ 

  →県内大学の県外出身者の卒業生で、県内に定住している人数は、把握していない。

県内大学の OB の名簿又、県人会等を通じで高知県の魅力を更に強化して PR して

いく。 

 

 

 

 

●お問い合わせ先 

高知県産業振興推進部計画推進課（地域担当） 

  電 話 ０８８－８２３－９３３４ 

  ＦＡＸ ０８８－８２３－９２５５ 

  メール 120801@ken.pref.kochi.lg.jp 


